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The Legality of the Investigation by GPS Device 
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第I はじめに
GPS (Global Positioning System)端末を捜査対象車両に取り付けて，そ
の位置情報を得るという捜査方法(以下 rGPS捜査」という。)について，こ
れが尾行捜査を補完するものとして任意捜査に含まれるのか，それとも強制処
分を伴うものとして強制捜査に含まれることになるのか問題となっている。
GPS捜査においては，長期間にわたり継続的に捜査対象車両の位置情報を
捜査機闘が取得できることになり，そのような情報の取得は，対象者のプライ
パシーを侵害するものであって，任意捜査の範噂を超えているのではないかと
いうことが問題とされたからである。
この問題は，米国において，①2012年(平成24年)1月23日， United 
States v. Jones事件 (565U.S. (2012))に関して，米国最高裁が令状によら
ない当該GPS捜査は違法であると判断したことによって，特に注目を浴びる
こととなったω。
また，我が国においては，現在までに，以下の8件の決定や判決が出されて
いるω。すなわち，②平成27年 1月27日大阪地裁第9刑事部の証拠決定
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(LEXjDB 25506264)では適法であると判断され，③同年6月5日大阪地裁第
7刑事部の証拠決定 (LEXjDB25540308)では違法であると判断され，また，
④周年 12月24日名古屋地裁判決 (LEXjDB25541935)でも違法であると判
断され.その後，⑤平成28年 1月22日水戸地裁決定(公刊物未登載〉でも同
様に違法であると判断されたものの，⑥同年2月16日広島地裁福山支部判決
(公刊物未登載)では適法であると判断され，⑦同年3月2日大阪高裁判決
(LEXjDB 25542299)では，③の大阪地裁決定の判断ぞ覆して適法であると認
められたが，⑧同年6月29日名古屋高裁判決(公刊物未登載)では，④の名
古屋地裁判決の結論を支持して違法であるとされたものの，⑨同年7月21日
広島高裁判決(公刊物未登載〉では，⑥の広島地裁福山支部判決を支持して適
法であると認めるなど異なつた判断が示されている(ωs的〉
そこで'まず，上記の各決定及び判決の事案で用いられた GPS端末の機能
や性能がどのようなものであるかを明らかにした上で，米国における①判決に
簡単に触れ，⑦の大阪高裁判決を題材にして，この問題を検討し，その中で必
要に府じて，②乃歪⑨の各決定及び判決にも触れることとしたい。
(1) 土屋民一「捜査官がGPSにより公道を定る被疑者の車を殿視することは，違
法な捜索か?J判例時報2150号3頁以下に事実関係や判決要旨が詳しく紹介さ
れている。また，清水真①「捜査手法としての GPS端末の装着と監視・再論」
明治大学法科大学院論集13号173頁以下，柳川重視「捜査における位置情報の
取得一一アメリカ法を踏まえて一一J刑事法ジャーナル48号31頁以下，辻脇葉
子「科学的捜査方法とプライパシーの合理的期待」川端博先生古稀記念論文集
(下)638頁以下，大野正博 rGPSを用いた被疑者等の位置情報探索」曽根威彦・
田口守一先生古稀祝賀論文集(下)490頁以下，小木曽綾「再び「新しい捜査方
法Jについて」研修790号3頁以下なども詳しい。
(2) なお， ここに挙げたもののほかに，平成27年5月18日岐阜地裁判決〈公刊物
未登載)や，その控訴審である平成27年12月17日名古屋高裁判決(公刊物朱
受載)もあるが，これらについては，嬢変段階で確かに GPS端末が使われたも
のの，実際に必要な証拠は防犯カメラの映像等によって得られたもので，収集さ
れた証拠はいずれも GPS端末を利用した捜査との関連性が低いことから，それ
ら証拠が違法に収集されたものであるとの弁護側の主張はそれほど問題にもされ
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ずに排斥されている。
(3) これらの判決については，多数の評釈が出されている。 φ決定に関するものと
しては，前田雅英「尾行の補助手段として GPS(移動追跡装置)を利用した捜
査の適法性」捜査研究770号 56頁以下，②及び③決定に関するものとしては，
黒川享子「捜査方法としての GPS利用の可否J法律時報87場 12号117頁以下，
山本和昭 iGPSを使用した証拠収集の適法性をめぐる二つの決定」専修ロージャー
ナル 1号49頁以下，亀井源太郎・尾崎愛美「車両に GPSを装着して位置情報
を取得する捜査の適法性一一大阪地裁平成27年l月27日決定・大阪地裁平成
27年6月5日決定を契機として一一」刑事法ジャーナル47号42頁以下，②及び
③決定並びに④及び⑦判決に関するものとしては，清水真② iGPSと捜査」法
学教室427号43頁以下，中谷雄二郎「位置情報捜査に対する法的規制」刑事法
ジャーナル48号51頁以下，②決定乃至⑦判決のいずれにも関するものとして，
太田茂 iGPS捜査による位置情報の取得について」刑事法ジャーナル48号61
頁以下などがある。
第2 GPS端末の機能，性能，精度及び情報の保存状況等
l そもそも GPS端末は，どの程度の機能や性能等を有するものであるの
か，議論の前提として明らかにしておく必要がある。その精度や情報の保存状
況如何によっては，プライパシーの侵害の程度が異なるとの判断もあり得るか
らである。上記の各決定や判決から判明するものとしては，以下のとおりであ
る。
2 上記①の事案では， 50-100フィートの範囲で捜査対象車両の位置を把
握できる性能を有する GPS端末が使われていた。また，その位置情報につい
ては，継続的に蓄積して記録し， 2，000頁以上にわたる移動監視記録が作られ
ていた。
上記②乃至⑨の各事案において用いられた GPS端末は，いずれもセコム株)
が提供するものであり，聞社による位置情報サービスを利用するものであった。
したがって，それら事案の各 GPS端末は，全く同ーの性能を有するものであ
る。
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その使用方法としては，縦8-9センチメートル，横4-5センチメートル，
厚さ 2センチメートル程の大きさの黒いケースに入れられた GPS端末を磁石
によって車体の一部に接着させることで取り付けるものであり，そのバッテリー
はおよそ 3-4日程度で充電が必要になるものであった。そして，その位置情
報については，携帯電話を使用して検索することにより，その携帯電話の画面
上に GPS端末が取り付けられた捜査対象車両の所在位置のおおまかな住所，
測位時刻，測位誤差及び地図上の位置を表示させることができるものであった。
また，かかる表示そのものからは，対象車両が移動中であるか否かや，建物内
にいるか否かは分らず，連続して位置情報を取得しでも，移動経路は表示され
ないという程度のものであった。
そして，その測位精度については，上記の各事案における裁判所の認定には
若干の差異が認められる。
上記②，③及び⑦は同ーの事案であり，この事案では，その測位精度につい
て，電波の届かない場所では，数百メートル又はそれ以上の誤差が生じ，ある
いは位置情報が取得できないこともある一方で，電波状況の良好な場所では，
十数メートルの誤差にとどまる場合もあると認定されている。また，上記④及
び⑧では，最小で 16メートル，最大で 4，096メートルであったと認定容れて
いる。また，上記φでは， 5メートルから 1キロメートルの誤差が生じ，ある
いは検索できない場合もあったと認定されている。
さらに，そのようにして取得した位置情報に関しては，セコム株)のサーバに
おいて，一定期間，データファイルとして保存されており，そこにアクセスす
ることで， GPS端末の所在位置の大まかな住所，測位誤差及び地図上の位置
といった位置情報を得ることができ，これをダウンロードして利用することも
可能であった。
ただ，上記いずれの事案においても，捜査員らは，取得した位置情報検索結
果を，データとして蓄積しておらず，当該データを捜査記録として残しておく
ことはなかった。
3 以上，概観したように，少なくとも日本国内で使用されてものについて
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は，それほど高性能というものではなし、。電波の良い状態であっても 5メート
ル程度の誤差は出るのであり，この誤差は Ci他の方法によって得られた情報
をも組み合わせて分析すれば」という条件付きではあるものの)円、わば対象
者のプライヴァシーを丸裸にすることができる。JぺiGPS情報を継続的に収
集する場合には警察の追尾要因は不要となり 24時間ノfッテリーが稼働する時
間内であれば全ての位置情報の自動的記録が可能となり，その位置は行動上の
みならず私有地においても検出されるし，宗教施設や政治的施設への立寄り行
動などあらゆる私的活動を漏れなく取得することができる。」ベ iGPS監視の
ために用いられる機器は，小型化・巧妙化が進み，僅かな手間で半永久的に行
動を監視するように工夫されている。そして，長期間にわたる監視行為がデジ
タルデータとして蓄積する膨大な行動記録を，コンビュータプログラムによっ
て分析すれば，宗教的信条や思想、等をも含む相当詳細なプロファイルが容易に
可能となっているωなどというほどの精度や性能を持ったものではないこと
をまず明らかにしておきたい。
将来的にはより精度のよいものが開発されるかもしれないものの，そのよう
な段階での議論と，現段階で必要とされる実際の捜査上の問題とを混同しでは
ならないからである。
また，米国の事案では，その位置情報を蓄積し監視記録としているが，我が
国における各事案ではそのようなことは全くなされていなかったという違いに
ついても意識しておく必要がある。
(4) 前出柳川 31頁。
( 5) 指宿信 iGPS捜査利用捜査とその法的性質一一承諾のない位置情報取得と監
視型捜査をめぐって」法律時報87巻 10号62-63頁。
(6 ) 稲谷龍彦「情報技術の革新と刑事手続」ジュリスト増刊刑事訴訟法の争点41
頁。
-81一
法科大学院論集第18号
第3 上記①2012年(平成24年)1月23日米国最高裁判決の事案
の概要及びその判断内容等
l この①判決の事案では， Jonesなる薬物密売人と疑われる被疑者に対し，
捜査当局が，当初，同被疑者が使用する妻名義の車両に対して， GPS端末を
装着するための令状ぞ 10日聞の期限で発付を受けていた。しかしながら，そ
の期限経過後に，同被疑者が使用する車両にGPS端末を装着し，その後， 28 
日聞にわたって同車両の動きを監視したというものであった。
そして，その結果，得られた位置情報から共犯者の隠れ家に赴いていたこと
が立証され，そこで発見された85万ドルの現金や， 97キログラムのコカイン
などの所持についての共犯として，第一審判決では終身刑に処せられた。
2 これに対し，連邦控訴裁判所は，米国合衆国憲法修正4条に違反すると
して，上記第一審判決を破棄した。そして，更にその上級審である米国最高裁
は， 2012年1月23日，上記連邦捜訴裁判所の判断を維持する判決を言い渡し
た。その理由とするところは次のとおりである。
米国合衆国憲法修正4条は， rThe right of people to be secure in their 
persons， houses， papers， and effects， against unreasonable searches and 
seizures， shall not be violated...Jと規定し，不合理な捜索，押収に対して，
身体，住居，書類及び所持品の安全が保障されるという人民の権利は侵されて
はならないとしている。
そして，米国最高裁は，この事案における車両(これは所持品 (effect)に
該当する。〉に対する令状なしの GPS端末の装着は，所持品たる車両への
「捜索J(search)に該当するとして，この規定に違反するものと判断したの
である。
この裁判において，検察側は，捜査官が接触した車体底部と，誰にとっても
明らかな公道上の車の所在については， rプライパシーの合理的期待J(rea-
sonable expectation of privacy)がないことから，捜索には当たらないと主
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張した。つまり，この①判決以前の先例となる判決例の事案においては.rプ
ライパシーの合理的期待」があるかどうかで「捜索」となるか否かが判断され
ていたことωに照らし，本件でも違法ではないと主張したものである。
しかしながら，本件最高裁判決は，合衆国憲法修正4条の権利は，そのよう
な先例の判決から生まれたものではなく.r修正4条が採択された際存した，
政府に対するプライパシーの保護の程度を確認」しなければならないとし，同
条は，身体，家麗，書類及び所持品といった領域に対する政府の侵入に対し，
特別の関心を具体化したものと理解されていることなどに照らした上で，上記
の検察側の主張を排斥した。
さらに，検察側は，別の電子監視方式である beeperを用いた事案において，
それが合衆国憲法修正4条に違反しないとされた 2つの事件を挙げてω本件
も適法ではないと主張した。
しかしながら，本件最高裁判決は，それらの事案は，被告人以外の者が所有
しているときに仕掛けられたものであるとか，当時の所有者が設置に同意した
とかいう事情が存在するものであって，政府が侵入により本件装置Cinforma欄
tion-gathering device)を被告人のジープに装着したという事案とは異なっ
ているとして，その主張を排斥した。
結局のところ，本件捜査官の行為は，公道上の自動車を視覚的に観察したに
とどまらず，憲法上保護された領域への侵入を伴うものであったなどとして，
米国合衆国憲法修正4条に造反するものであるとした。
3 ただ，この①判決の事案では，もともと令状を取得していたにもかかわ
らず，その期限が切れてから使用したものであるところ. 28日間という期聞
が長期間にわたる監視であるとする一方で，公選における矩期間の人の動きの
監視は必ずしも許容されないとはいっていないことなどから，長期間にわたる
GPS端末による監視を否定したものではあるものの，全面的にそれが憲法違
反となるプライパシー侵害であるとまでは述べていないものである。
つまり，本判決は.GPS端末を装着・使用するのに令状の発付を受けなけ
ればならないのか，仮に令状が不要であるとして，どの程度の嫌疑が要求され
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るのかについては判断していないと考えられているω。
また，この判決については，外側に装着したのに過ぎない措置を侵入 (tres-
pass)と評価すること自体に違和感を覚えるとし， ，GPS端末の装着によって
当該自動車の燃費効率・最高連度・安全性，あるいは乗員の健康に何らかの悪
影響が出る訳でもなL、。だとすれば，我が国の憲法35条 l項にいう侵入・捜
索・押収に該当する処分と見るべきではないように思う。」山とする見解は，
我が国の法制度への適用をも検討したもので参考になるものである{川。
(7) 例えば.Bond v. United States (529 U.S. 334 (2000))において，米国最高
裁は，国境警備隊がパスの乗客の荷物をつかんでレンガ様の物が入っていること
が分かったので，当該乗客の了解を得て中を開けて覚せい剤を発見したという事
案において，これを適法として有罪とした第一審判決及び控訴審判決を破棄して，
合衆国滋法修正4条に違反するとした。その理由とするところは，人は所持する
カバンには，合衆国滋法4条で保護される「所持品」であり，プライバシーの利
益を有しているところ，たとえそれが関被されても，単に，それを目視するかに
とどまるか，それを超えるかは問題であり，プライパシーの主観的な期待が合理
的であると社会的に認識されている場合かどうかが関われるべきであるところ，
パスの乗客は，自己のバッグに探査的な取り扱いを望むことはないのであり，本
件の捜査官はそれを行ったことから違法であるとしたものである。
したがって，検察側としては，ここでいう合理的な期待がある場合には，合衆
国憲法4条に違反するおそれが生じるものの，誰でもが見ることのできる公道上
の車両については，この法理によれば，プライパシーの合理的な期待がないこと
になると主張したのである。
なお， この考え方の基本となる判決は. Kats v. United States 389 U.S. 347 
(1967)である。この事件では，公衆電話ブースに盗聴泌を付着させたことが問
題とされたが，米国最高裁は，同条違反と認定した。この判決については，前出
辻脇631頁以下等が詳しい。
(8) Knotts v. United State 460 U.S. 276 (1983)及びKarov. United States 468 
U.S. 705 (1984)である。なお，これらの判決の事案の概要や判旨については，
清水①166頁以下，清水実⑤「自動車の位置情報犯援による捜査手法についての
考察」法学新報117巻7・8号451頁以下，前出大野507頁以下等が詳しい。
(9 ) 三井誠・池亀尚之[犯非捜査における GPS技術の利用一一最近の合衆国刑事
裁判例の動向ーーJ(刑事法ジャーナル42号55頁以下〉。
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(10) 前出清水①178頁。
(11) ちなみに，英国では， GPS捜査については基本的には任意捜査として位置付
けているものと考えられる。英国では， Regulation of Investigatory Powers 
Act 2000 (改正草案は， 2015年 1月に出されている。〕によって， public space 
における directedsurvei1anceがcovertsurvei1anceに含まれるものとして
扱われているが，強制捜査としての制約が特に課されているわけではない
(Draft Investigatory Powers Bi1: UK Parliament Homepage)。
第4 上記⑦平成28年3月2日大阪高裁判決の基本的な立場
1 この判決の事案は，上記②及び③決定と同じものであり，そのうちの上
記③決定の事案における上級審としての判断である。
まず，この事案の概要及び GPS捜査の状況は次のとおりである。
捜査機関は，平成24年から 25年にかけて長崎県や熊本県で発生した数件の
窃盗・侵入盗事件について捜査を進めるうち，被告人Aに対する嫌疑を固め，
そのうち平成24年2月 14日に発生した窃盗事件について，同被告人に対する
逮捕状を取得した。次いで，大阪府警察本部の捜査官らは，平成25年4月頃
から被告人Aが出入りする大阪府門真市所在のガレージに対して張り込み捜
査を行い，被告人Aのほか，被告人Bや共犯者らが出入りするのを確認した。
また，捜査官らは，同年5月 17日の深夜，被告人Bらが門真市のガレージか
ら外出し，これまでに把握されていない自動車を運転して帰ってきて，被告人
Bと共犯者がその自動車のナンバープレートを付け替えているのを目撃した。
そのため，捜査機関は，被告人ら 4名の共犯者が使用する合計 19台の車両
にGPS端末を取り付け，平成 25年5月から同年 12月までの約6か月間にわ
たって，その位置情報を取得して所在捜査を実施した。
2 このような事案において，その位置情報の取得が適法であるとしたのが，
被告人Bに対する上記@決定であり，違法であるとしたのが被告人Aに対す
る上記③決定である。
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そして，本件大阪高裁判決は，まず， GPS捜査がプライパシー侵害につな
がるおそれがあるかどうかについて，次のように判示した。
すなわち， I GPSの技術を用いた車両の位置探索捜査は，一般に，相手方
の承諾なく車両やこれを使用する者の所在位置をある程度正確に把標すること
ができ， GPS発信器が車両に装着されている限り，継続的な尾行・追跡が困
難な場合，対象の所在位置の手がかりが全く存しなくなったような場合にも，
ある程度即時にその位置情報が得られるものであって，実施方法等いかんによっ
ては，対象者のプライパシー侵害につながる契機を含むものであるりとした。
このように，本件大阪高裁判決は，本件のGPS端末について，ある程度正
確に位置情報を即時に捷供することができるものと認定し，このような GPS
捜査について実施方法等L、かんによっては，対象者のプライパシー侵害になる
場合があるとしている。その意味で，本件大阪高裁判決は， GPS捜査を無制
限に許容してはいるものではない。
この点について，上記②決定においても基本的には同様であるものの，本件
GPS端末の精度や性能等についての認定がいささか異なっており，それほど
精度や性能が高度なものとは認めておらず，ただ， GPS端末の精度や性能い
かんによっては，プライパシー侵害に当たることもあり得るという論理の展開
唱をしている。
すなわち， I本件で使用されたGPS端末は，捜査官が携帯電話機を使って
接続した時だけ情報が取得され，画面上に表示されるというものであって， 24 
時間位置情報が把握され，記録されるというものではなかった。また，接続す
ると，日時のほかおおまかな住所が表示され，地図上にも位置が表示されるが，
その精度比状況によっては数百メートル程度の誤議が生じることもあり，得
られる位置情報は正確なものではなかった。加えて，捜査官らは，自動車で外
出した被告人らを尾行するための補助手段として上記位置情報を使用していた
にすぎず，その位置情報を一時的に捜査メモに残すことはあっても，これを記
録として蓄積していたわけではない。そうすると，本件GPS捜査は，通常の
張り込みや尾行等の方法と比して特にプライパシー侵害の程度が大きいもので
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はなく，強制処分には当たらない。」とした。
つまり，本件のGPS端末は，常時位置情報が記録されているわけではなし
また，使用したGPS端米の性能や精度が，それほど両度なものではなく，ま
た，それを記録として蓄積していたわけでもなかったことから，その際のプラ
イパシー侵害の程度は低いものとして強制処分には当たらないとしたものであ
る。つまり，この決定は， r①記録性，②正確性，③蓄積性のある情報の収集
を『大きなプライパシー侵害Jと捉えたものとみることもできるのではないだ
ろうか。」とも考えられている(凶。したがって，この論理によれば， 24時間位
置情報が表示され， しかもそれが正確なものであって，さらに蓄積することが
できるようなものであれば，強制処分と評される場合もあり得ることになる。
これに対し，上記③決定は， r本件捜査に用いられた GPS端末は，検索時
における GPS端末の所在地点に関する状況に依存するところが大きいものの，
誤差数十メートル程度の位置情報を取得できることも多く，それなりに高い精
度において位置情報を取得できる機能を有していた上，少なくとも，警察官ら
が被告人らの乗る車商を失尾した後も， GPS端末の位置情報を取得すること
によって，再度，車再を発見し，追尾することができる程度には，正確な位置
情報を示すものであったと認められる。」として，その精度，性能についての
認定が上記②決定とは異なっており，その精度や性能についてより正確なもの
であると認定し，このことがGPS捜査が強制処分を伴うものであるとする結
論へ導く一つの理由としている(ωi凶3剖〉
また，上記⑤決定においても，同じセコム側のGPS端末が用いられていた
ところ，装着されたGPS端末について， r被告人がこれをベンツから取り外
した後に捜査員が行った位置検索において，その際にGPS機器があった被告
人方が正確に示されていたことや，本件のGPS捜査により，捜査員らが，失
尾した被告人使用車両を数回は再発見できていた(現に本件窃盗事件の被害品
を所持している被告人を発見できている。)ことに照らせば，本件GPS捜査
は，対象車両，すなわちその車両の使用者の所在場所を，相当程度具体的に特
定することができるものであったと認められるりとして，その精度が相当程
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度に正確なものであるとし，上記③決定と同様の思考方法を採用している。
しかしながら，そもそも GPS端末の精度や性能自体は，どれほど高度なも
のとな勺ても，そこで示されるのは，あくまでGPS端末が存する場所に関す
る情報だけであって，それ以上のものではなL、。したがって，そのGPS端末
の精度や性能等が極めて低いものであれば，そのようなものでは場所の特定性
に欠けることから，プライパシー侵害に当たるおそれが低いということはいえ
ても，その精度や性能等が高いからといって，そのことによってプライパシー
侵害に当たるかどうかの判断が在右されるべきものではなく，後述するような
諸要素を勘案考慮、した上で決せられるべきであると考える。
3 その上で，本件大阪高裁判決は， I本件で実施されたGPS捜査は，一
連の窃盗事件の犯人らが移動のために使用する蓋然性があるものと認められた
車両を対象に発信器を取り付け，警察官らにおいて，多数回連続的に位置情報
を取得したというものであって，これにより取得可能な情報は，尾行・張り込
みなどによる場合とは異なり，対象車両の所在位置に限られ，そこでの車両使
用者らの行動の状況などが明らかになるものではな」いとした。
この点については，上記⑤判決も同様の観点から， I本件でGPS発信器に
よって得られる情報は，その取り付けられた車両の位置情報にとどまる。車両
の位置情報というものの性質上，その情報は，公道や，一般に利用可能な駐車
場といった場所を示すものと考えられる。J，Iもとより， GPS発信器によって
車両内での乗員の会話内容が分かるわけでもない。」と述べられている上， I被
告人が公共交通機関を刺用したり，徒歩にて移動したりした場合には.GPS 
発信器による被告人の居場所の把握はできないのであり，被告人の動静が常時
監視されるわけではなL、。しかも，本件でGPS発信器によって得られる情報
は，公道での移動経路であって，他者に知られる ζ とが忌避されるたぐいの情
報が含まれるとはし、えない。そして，捜査対象者が誰と接触したか等の情報が
GPS発信器から得られるわけでもなく，通常の尾行捜査に比べれば，得られ
る情報は限定的である(その意味で.GPS発信器は補助的なものといえる。
自動車を使って広範囲に移動する被告人に対する尾行を，限られた人的資源で
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有効に実施するための手段として. GPS発信器による位置情報が利用された
ということができる。)oJと判示されているところである。
同様の見解は，その控訴審である上記⑨判決においても述べられている。同
判決では.r本件のような GPS捜査は，従来， 日で対象車両省と探索していた
捜査員の行動確認能力を大きく補完するものといえる。しかし，その点を除け
ば，この捜査の基本的性格は，現場での尾行や張り込みによる行動観察，それ
に伴う採証活動等であり，発借器の利用は，視査員が対象車両を探索する範闘
を絞るための効率的手段にすぎない。今後，測位精度が向上しピンポイントで
現在位置を把握できるようになったとしても，その捜査の基本的性格は異なら
ない。」と認定している。
これらの見解は，上述したように.GPS捜査によって得られる情報は，対
象車両の所在位置に隈られるのであって，尾行・張り込みなどで得られる情報
量より少ないということを述べているのであるが，そのとおりであろう同。
この点について，プライパシー侵害との関係でいえば. GPS捜査では，あ
くまで GPS端末が付けられた車両がその場所に存在するということが判明す
ることだけで(それ以外の付加的な情報なくして〉プライパシー侵害となるよ
うな情報が明らかになる場合は，ラブホテルの駐車場くらいしかないのではな
いかと思われる(たとえ愛人方に赴いたとしても GPS端末の結果では識かの
居宅付近に赴いたという事実しか判明しない。)。宗教施設や政治関連施設にい
た(正確にはその付近に駐車したという事実までしか判明しないが)という事
実が判明したとしても，それはそれら施設に何の要件で赴いたかという事実ま
でが判明するものではない。したがって，特定の宗教を信仰しているとか，特
定の政治団体安支持しているとかいう事実までもがGPS捜査によって判明す
るのではない(それらが判明するのは，そのための必要があるとしてなされた
他の捜査結果を併せて判断した結果である。)。
それゆえ，車両につけられた GPS端末による位置情報から得られる情報は，
あくまで当該車両の位置に過ぎないのであって，それを超えた情報がGPS捜
査だけで得られるかのような議論は前提において誤りがあるといわざるを得な
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L 、。たしかに，上述したように，別の情報を収集し，これを位置情報に付加す
ることでプライパシーに関わる事項が判明することもあるが，それはそのよう
な別の情報を収集することが当該捜査において必要な範囲内にあるかどうか，
相当な捜査であるかどうかという観点で問題とすべき事柄であり， GPS捜査
の問題として扱うべき事柄ではない。
そうであれば， GPS捜査により得る情報は， GPS端末を付けた車両の位置
だけである以上，尾行や張り込みよりも捜査機関側が得ることのできる情報量
において劣るものであるといえよう。それゆえ， GPS捜査は尾行捜査を補完
するものであるとの立場が正当化されよう。
4 さらに，本件大阪高裁判決は，それに続けて， rまた，警察官らが，相
当期間(時間)にわたり機械的に各車両の位置情報を間断なく取得してこれを
蓄積し，それにより過去の位置(移動)情報を網羅的に把撮したという事実も
認められないなど，プライパシーの侵害の程度は必ずしも大きいものではなかっ
たというべき事情も存する」としている。
ここでは，本件のGPS捜査において，位置情報の記録性，蓄積性が認めら
れるようなものではなかったという事実関係に照らし，そのような状況下でな
されたGPS捜査はプライパシー侵害の程度が低かったとしているものである。
もっとも本件大阪高裁判決は，それに続けて， rこの方法によると，警察
官が対象から離れた場所にいても，相当容易にその位置情報を取得でき，本件
では，車両によっては位置情報が取得された期聞が比較的長期に及び，回数も
甚だ多数に及んでおり，そのほか，セコム株式会社では，サービス利用者が事
前に登録した時間帯における対象の位置情報及びサービス利用者が検索取得し
た対象の位置情報が，過去lか月分及び当月分に限られるものの保存されてお
り，警察官らは，このような位置履歴ファイルをノfソコンにダウンロードして，
対象の過去の位置(移動)情報を把握することが特に妨げられない状況にあっ
たと認められるところであ」るとしている(1砂川。
このような事実関係に基づき，本件大阪高裁判決は， rこのような点に着目
して，一審証拠決定がその結論において言うように，このようなGPS捜査が，
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対象車両使用者のプライパシーを大きく侵害するものとして強制処分に当たり，
無令状でこれを行った点において違法と解する余地がないわけではないJとし
fこ。
つまり，この大阪高裁判決は，冒頭に述べていたように. GPS捜査は「実
施方法等いかんによっては，対象者のプライパシー侵害につながる契機を含む
もの」という概念の下に，長期間かつ多数回にわたり容易に位置情報を取得し，
それを記録として蓄積するような実施方法であった場合には，プライパシー侵
害という利益衡量が働き，当該 GPS捜査が違法となる余地を明らかに認めて
いるのである。そのため，上記③決定の判断も必ずしも的外れとはいえないと
したものであった。
ただ，本件大阪高裁判決は，そのように違法とする余地がないわけではない
としても， I少なくとも，本件 GPS捜査に重大な適法があるとは解されず，
弁護人が主張するように，これが強制処分法定主義に違反し令状の有無を問わ
ず適法に実施し得ないものと解することも到底できない。」として. GPS捜査
は，基本的には任意捜査であるとの立場を明らかにした。
(12) 前出亀井・尾崎46真。
(13) この認定の違いについては，上記③決定における認定の背景として， I期日間
兼公判前整理手続きにおける証拠開示請求及び旧釈明申出当の結果， GPSのレ
ンタル元や GPSの位置情報取得履歴等，本件装着型 GPS捜査の詳細が判明し
たことがあるものと恩われる。」との見解がある(前出亀井・尾崎45頁)。
(14) この点について， IGPS捜査によって把握できるものは，当該車両の『位置情
報』であり，単にその車両が，いつ，どこに存在するか，ということだけである。
一般に任意捜査として認められている尾行捜査では，捜査官の目視により，例え
ば，被疑者がラブホテルに入った場合，誰と入ったのか，ということまで確認さ
れるし，被疑者の身体の『位置』は目視により誤差ゼロで把握され，また，車両
から降りた後の路上まで把握される。しかし， GPS捜査で確認できることは，
車両が存在する位置のみであ」る述べられている(前出太悶 70頁)との見解も
同様の立場である。
(15) GPS捜査を強制捜査であると主張する論者の多くは，この記録性，蓄積性と
いう点に強制処分の根拠を求めている。例えば， I任意捜査とされる尾行とハイ
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テク機器を利用した追尾監視型捜査とは何か異なるか。ビデオ追尾監視にせよ，
GPS 監視にせよ，その本質はトラッキング(追跡)監視の記録化E 鉦拠イヒであ
る。これは目視による公道上の追跡と決定的に異なる。J(指宿信「ハイテク機器
を利用した追尾監視型捜査一一ビデオ監視と GPSモニタリングを例に」鈴木茂
嗣先生古稀祝賀論文集(下)182買)とする見解， I収集されたデータに碁づい
て，被処分者の場所や時間に関するプロファイリング (profiling)を可能とす
ることも併せて検討することが必要であろう。現在の技術からすれば，いったん
収集されたデータは永遠に消去されることなく，当該データかが別の場所や時間
で収集されたデータと結合され，行動lま追跡から予測にまで発停することさえ否
定できない。J(前出大野513頁)とする見解， IGPS監視は， (中略)その実施
のハードルは高く設定されるべきであるといえる。現状においては， GPS装置
を装着されている期間に特定の場所(政治集会，宗教施設，風俗等)に出向いた
記録 (GPSデータ・位置情報)が，警察に‘忘れられる'保証はないからである。」
(山本龍彦「監視捜査における情報取得行為の意味」法律時報87巻5号63頁)
とする見解， I実際，監視型捜査の最大の問題は，低いコストで膨大な情報を蓄
積し，被疑事実と関係のない用途にも転用されるおそれがある点であろう。J(緑
大輔「監視型捜査における情報取得時の法的規律」法律時報87巻5号68頁)と
する見解なと‘。また，笹倉宏紀「捜査法の思考と情報プライヴ7シー権一一『監
視捜査J統御の試みJ法律時報87巻5号75頁以下も周趣旨であろう。
もっとも，逆に， I長期間にわたる被疑者等の行動に関する情報の収集により
生じる弊害を避けることができるならば，合理的な期間において， GPSによる
被疑者等の行動に関する情報を集積することも許されるように思われる。」滝沢
誠 IGPSを用いた被疑者の所在場所の検索についてJ立石二六先生古稀祝賀論
文集744-745頁)とする見解もある。
(16) この点につき，上記④判決では， I本件GPS捜査において位置検索により得
られた位震情報が捜査機関において蓄積記録されていなかったからといって，プ
ライバシ一等に対する侵害が小さなものであるなどとはいえない。なお.セコム
で保管される本件GPS端末の位置検索結果の入手が捜査機関において可能だっ
たことも明らかである。Jとして，強制捜査であることの結論を導く理由のーっ
としている。
第5GPS捜査は任意捜査が強制捜査か
1 上記⑤乃至⑤及び⑧の各決定又は判決は，いずれも GPS捜査が強制捜
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査に当たるものと判断している。その根拠とするところは以下のとおりである。
ア まず，上記③決定は， GPS捜査について， r自動車等の車両の位置情報
は，人が乗車して自動車が移動する以上，それに乗車する人の位置情報と問視
できる性質のものと評価できる。そして，本件GPS捜査は，尾行や張り込み
といった手法により公道や公道等から他人に観察可能な場所に所在する対象を
目視して観察する場合と異なり，私有地であって，不特定多数の第三者から目
視により観察されることのない空間，すなわちプライパシー保謹の合理的期待
が高い空間に対象が所在する場合においても，その位置情報を取得することが
できることに特質がある。本件においても，コインパーキングや商業施設駐車
場のみならず，ラブホテル駐車場内に所在した対象の GPSの位置情報が複数
回取得されているところ，同駐車場の出入口は目隠しのカーテンが設置され，
公選からはその内部は目視できない状況にあったし，施設の性質上，利用客以
外の者が出入りすることは予定されておらず，プライパシ一保護の合理的期特
が高い空間に係る位置情報を取得したものといえる。」とし，また， r尾行等に
本件 GPS~使用するということは，少なくとも失属した際に対象車両の位置
情報を取得してこれを検索，発見し，尾行等を続けることにほかならず失尾し
た際に位置情報を検索すれば，対象が公道にいるとは限らず，私有地しかも前
記のラブホテル駐車場内の場合同様，プライパシー保護の合理的期待が高い空
間に所在する対象車両の位置情報を取得することが当然にあり得るというべき
である。Jとして (7) 結局のところ， rGPS捜査はその具体的内容を前提とし
ても，目視のみによる捜査とは異質なものであって，尾行等の補助手段として
任意捜査であると結論付けられるものではなく，かえって内在的かつ必然的に，
大きなプライパシー侵害ぞ伴う捜査であったというべきである。Jとしている。
しかしながら，この③決定で問題とされる「プライパシ一保護の合理的期待
が高い空間」といえる場所は，この決定上からうかがわれる場所としては，公
道上やコインパーキングや商業施設の駐車場ではおよそ考えられず，唯一ラブ
ホテルの駐車場だけであろう。結局のところ，この決定は，ラブホテルの駐車
場が位置情報として取得されたことを問題視し，そのことのゆえに「内在的か
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つ必然的に大きなプライパシー侵害を伴う捜査Jであったと評していることが
明らかである。
つまり，この決定が本件の捜査において大きなプライパシー侵害としている
のは，ラブホテルの駐車場が位置情報によって明らかになったという事実に注
目しての論理である。「コインパーキングや商業施設駐車場のみならず」とい
う論述がされているが，それらの場所にいたことがどうしてプライパシー侵害
となるのか不可解であるばかりでなく， I対象が公選にいるとは限らず，私有
地」としているが， I私有地」にいることだけでプライパシー侵害となる場合
というのは，本件のラブホテルの駐車場以外には考え難いのではないかと思わ
れる。
したがって，本件決定では，目視では観察できない場所である「プライパシー
保護の合理的期待が高い窓間」にいる対象車両を把握できること，また，失尾
した後に発見して尾行を続けることができ，その場合に， Iプライノ〈シーの合
理的期待が高い空間」にいる可能性があることを違法とする理由に挙げている
が，その根拠としている「プライパシーの合理的期待が高い空間」は，結局の
ところ，ラブホテルの駐車場を指すのであり，同所にいることが判明するとプ
ライパシー侵害となるからというに帰着する。それゆえ，この決定の論理は，
本件の GPS捜査でたまたまラブホテルの駐車場にいたことが判明したことに
大きな影響を受けて構築された論理であるといえる。
そこで問題は，ラブホテルの駐車場にいることが判明するおそれがあるとい
うことをもって， GPS捜査を任意に行うことを否定すべきかどうかという点
である。たしかにこのような場所にいるということは，その行動の目的が極め
て限定されてしまうことから，単に，政治施設や宗教施設の駐車場にいたとい
う事実を超えてプライパシーの領域に入ってしまうことは否定できなL、。
しかしながら，通常の尾行捜査を実施した場合であってもラブホテル等に入
る行為は目視されるのであり，ラブホテルの駐車場等にいたことが位置情報か
ら判明したとしても，それが通常の尾行の場合とどれほどの違いがあるのか疑
問なしとしない。例えば，収賄被疑者の賄賂金の使途先を捜査する過穂で愛人
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の存在が明らかになり，愛人方への訪問を尾行捜査により明らかにすることは
当然にあり得る上，愛人と一緒の際の尾行において，収賄被疑者らがラブホテ
ルの駐車場に入ることも，同様に尾行捜査により判明することがある。そのよ
うな尾行捜査によるプライパシーの問題と， GPS捜査によりラブホテルの駐
車場にいることが判明してしまうことによるプライパシーの問題において，そ
こに本質的な違いがあるとは恩われなL、。
さらにいえば，ラブホテルの入口付近にあるコンビニエンスストアの防犯カ
メラに，同ホテルに入る車両が映ってしまうことがあるが，このような場合，
この防犯カメラの映像を領置することが「プライパシーの合理的期待が高い空
間」を映していることを理由に違法となると考えるのであろうか。捜査の過程
で被疑者やその関係者のプライパシーが明らかになってしまうことは，本来の
捜査の目的に沿って適正になされていても不可避的に生じるものである。
もっとも，ラプホテルの駐車場にL、ることが判明してしまうことと，そこに
立ち入ってGPS端末の装着やそのバッテリーの交換をしてよいかどうかは，
もちろんのことであるが，別問題である。ただ，この点は，捜査としての手段
の相当性の問題であり， GPS捜査が強制捜査であるか任意捜査であるかの問
題ではなL、。したがって，これについては，任意捜査の手段の相当性のところ
で詳述する。
イ 上記④判決は，捜査機闘が，平成25年6月13日頃から同年9月29日
までの間，自動車盗，侵入盗等への関与が疑われた被告人について，被告人使
用車両2台の底部にGPS端末を順次取り付けて，多数回にわたり，その位置
検索を行い，その位置情報を取得したという事案において， r①本件GPS捜
査は，捜査機関において被告人使用車両が電波の伝わる範囲にあれば，携帯寵
話機等の操作といった極めて容易な方法により，被告人使用車両の相当正確と
なり得る位置情報をその場で取得することを可能にしたこと，②本件GPS捜
査は，具体的な終期を定めないまま開始されたものであり，本伴GPS端末の
バッテリー交換を繰り返すことなどによって長期間にわたり位置検索を続ける
ことが可能であったこと，③前記①②に照らすと捜査機関による位置情報の取
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得が限定の乏しいものに流れるおそれがあり，得られた位置情報によって，プ
ライパシ一保護の期待が強い場所での被告人の行動等が把握窓れるおそれがあっ
たこと，④実際に本件GPS捜査は，被告人に本件GPS端末を発見されると
いう偶然の事情で終了するまで， 3か月以上の相当長期にわたって続き，その
間，手動で極めて多くの位置検索が行われ，多くの場合に位置検索が成功し，
条件のよい場合には測位誤差数十メートル以下の位置情報を得ることができて
いたことが認められる。これらの諸点に照らすと，位置検索の結果を個別に見
ていけば，その多くが他者からの被告人使用車両の観察を受忍せざるを得ない
場所を示すものであったとしても，本件GPS捜査は，任意捜査として許容さ
れる尾行等とは質的に異なるものであり，対象車両の使用者である被告人のプ
ライパシ一等に対する大きな侵害を伴うものであったといわざるを得ない。」
とし， I以上によれば，本件GPS捜査は，対象車両の使用者のプライパシ一
等を大きく侵害するものであるから，強制処分にあたると認められる。そして，
本件GPS捜査は，携帯主包括機等に表示される位置検索結巣を目視によって認
識するものであるから，少なくとも検証の性質を有するものと考えられる，J 
旨判示し， Iしたがって，検証許可状を得ることなく行った本件GPS捜査は
違法である。」と結論づけた〔問。
この判決の強制処分性を認める論拠は，上記③決定が対象者の「プライパシ一
保護の合理的期待」を侵害することに求めたことに対して，捜査技術の観点を
も併せ考慮、した上で強制処分であるとしている。すなわち，位置情報取得の容
易性，取得期間の無制限性に照らして， Iプライパシ一保護の合理的期待」が
高い場所での行動が把握されおそれを理由として強制処分としているものであ
る。
しかしながら，①及び②の点は，捜査機関による位置情報取得の濫用のおそ
れに対する制限として理解すれば足りることであり， GPS捜査が任意捜査で
あるとしても，手段の相当性として同様に求められる制限である。したがって，
これを理由に強制処分とするのは正当とは思われなL、。 また，本件判決は，
「本件GPS捜査は，任意捜査として許容される尾行等とは質的に異なる」と
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述べるが，これまでの尾行捜査において，長期間にわたり，多数の人員と費用
を掛けることによって，被疑者の行動状況を詳細に明らかにし，被疑者による
犯行の立証に役立てていたことがあるのはまぎれもない事実である。そのよう
な長期聞かっ多数人を用いての尾行捜査と，本件のような GPS捜査とが，そ
の本質において質的な差異があるものとは考えがたい。
結局のところ，この④判決も. Iプライパシ一保護の合理的期待」が高い場
所にいることぞ侵害されるおそれについて検討することとなるが，この点につ
いては，上記③決定に関して述べたことと同様である。
なお，上記⑧判決もその論旨は，上記④判決と同様であり，その論理を踏襲
したものであると認められる。すなわち. IGPS端末を利用した捜査は，対象
者に気付かれない聞に，容易かつ低コストで，その端末の相当正確となり得る
位置情報を，長期間にわたり常時取得できるだけでなく，その結果を記録し，
分析することにより，対象者の交友関係，信教，思想、，信条，趣味や晴好など
の個人情報を網羅的に明らかにすることが可能であり，その運用次第では，対
象者のプライパシーを大きく侵害する危険性を内包する捜査手法であることは
否定できない。」とした上で，他の捜査によって対象の追跡が必ずしも困難で
ない場合にも「繰り返し位置探索が行われていることが認められる。」として，
位置情報取得の容易性やそれに頼った捜査手法を批判し，更に. I犯人の検挙
に至るまで長期間にわたり漫然と続けられることはもとより，ともすれば過度
の情報収集が行われ，プライパシー侵害の程度も深刻となりうる危険性を相当
はらんでいる。」として，取得期間の無制限性も同様に問題視しているが，上
記④判決に対する批判と同様のものが当てはまるであろう。
ウ 上記⑤決定の事案は，平成26年1月頃から同年5月下旬頃までの問，
茨城県下で同一犯によるものと思われる連続窃盗事件が発生し，被告人が犯人
ではないかと疑われたことから，同年7月7日から被告人使用車両に GPS端
末を装着したものの，同月 24日頃には，被告人に気付かれて取り外され，ま
た，その後，被告人による犯行と思われる窃盗事件も増加したことから，再び
GPS捜査安実施することとし，周年9月 10日から同年 10月 17日まで位置情
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報の探索を続けたというものであった。
この事案において，上記⑤決定は，まず， Iそもそも，人の所在場所に関す
る情報は，それ自体，当該個人のプライパシーに関わるものであり，捜査機闘
がこのような情報を取得することによるプライパシー侵害の積度は，捜査対象
者が公道上から通常の尾行によって確認できるような場所にいる場合と，他人
から目視されることを通常予想しておらず，プライパシ一保護に対する合理的
期待が高い私的な場所等にいるような場合とで，自ずから違いがあるというべ
きである。そして，本件のような GPS機器を使って捜査員が位置検索をする
際は，捜査対象者が前記私的な場所等にいる場合であっても，容易にその所在
場所を把撞され得るという意味で，性質上，常に大きなプライパシー侵害の危
険が内在しているというべきであり，この危険は，たとえ，捜査員が車両を失
尾した後に，目視による捜索を一定程度行ってから位置検索を実施するという
配慮をしたとしても，避けられるものではない。」とした。
しかしながら，本件GPS端末が装着されたのは車両であり，それは通常公
道上を走行するのであって，その後，駐車場などに駐車するものであることに
照らせば，遇常は，プライパシー侵害の危険があるような「私的な場所」が判
明することは，上述したラプホテルの駐車場を除けば，ほとんどないと思われ
る。そうであるにもかかわらず，本件⑤決定は，その車両の位置からどのよう
な「私的な場所」が判明しプライパシ一保護の期待が侵害されると考えている
のか不明であるといわざるを得なL、。
さらに，本件決定は， Iさらに， GPS機器を使用した位置検索は，正確かっ
詳細に長期間にわたって捜査対象者の位置情報を集積することが可能であると
ころ，そのようにして位置'情報が集積された場合には，捜査対象者の所在場所
にとどまらず，その交友関係や晴好等，私的な行動性向をも捜査機闘が把握で
きることになるものであって，本件GPS捜査はこれを可能とする性質も有し
ているといえるりとした。この点は，これまでも述べてきた位置情報の記録
性，蓄積性に関する問題であるが，この決定の事案においても，捜査機関は，
本件位置情報を蓄積したり，ましてやそれを分析するなどという行為には全く
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及んでいなかったものである。
にもかかわらず，本件決定は， Iそうすると，本件GPS捜査は，潜在的に，
単なる尾行の補助的手段として想定される以上に捜査対象者のプライパシーを
大きく侵害する危険を有しているものといえるのであって，本件GPS捜査の
具体的実施状抗を踏まえても，強制処分に当たるというべきである。」とした
上で，手続的には検証に当たるものであるとした。
この決定は，これまでに部べたよ記の各決定などと異なり，具体的なプライ
パシー侵害の有無などについて全く検討することなく，単に.GPS捜査であ
ることがプライパシーの侵害に当たる可能性があるとして，学説などで述べら
れている抽象的な危険性を羅列しただけのものであるといわざるを得ないであ
ろう。
この決定に対しては，多数の被害が発生している連続窃盗事件が存する中で，
国民の生活の安全を守るために他に採り得る手段がない状況下にあり，その検
挙の必要性が高まっていくなかで，捜査機闘がどのような違法な行為をしたの
か，被告人のプライパシーがどのように侵害されたかなど，この事件における
個別的な事情を一切検討することなく，単に.GPS捜査は強制処分であると
の一部の学説に従って具体的妥当性を検討することなく判断しただけのもので
あるという批判が当てはまるものと恩われる。
任意捜査としての手段の相当性などについては後述するが，そもそもこの事
案では，上記各決定等の事案と異なり，内部的手続も遵守した上，わずか l台
の車両に， しかもそれほど長期間とはいえない期間においてGPS捜査を実施
しただけのことであって，さらに，そのバッテリーの交換等においても特段の
問題のない事案であったと考えられることに照らせば，公道上を走行しただけ
の被告人についての位置探索がプライパシーの侵害を理由として違法捜査であ
るとされるのは，およそ妥当性を欠くものといえよう。
2 上記@決定がGPS捜査について任意捜査に当たるものと判断する理由
は上述したところであるが，その他に上記⑤判決も同様の判断をしている。そ
の根拠とするところは以下のとおりである。
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まず，この事案は，常習累犯窃盗の事案であり， しかも起訴された訴因だけ
でも 10以上にも上る強度な常習性に基づく連続窃盗事案であるところ，被告
人によるものと思われる窃盗事件が何件も発生したため，平成25年7月1日
から被同月 16日までの間. 1台目の GPS端末を，被告人が使用する可能性の
ある車両に取り付けたほか，また，別の GPS端末を同月 6日から同年8月
9-10日噴まで，同様に被告人が使用する可能性のある車両に装着して使用し
たというものである。
この事案では，使用された GPS端末が2台しかなく，その期間も比較的短
いものではあったため，被告人が逮捕された事実に関しでも， GPS捜査によ
る証拠は全く存しなかったものの，ただ，共犯者が逮捕されるきっかけとして，
本件 GPS捜査による位置情報を基にして，上記GPS端末を装着した車両に
共犯者が乗っていた事実が判明し，これを逮捕状発付の際の疎明資料とされて
いることから，その観点から. GPS捜査の適法性が問題とされたものであっ
た。
このような事案において，本件⑥判決は，上記⑦大阪高裁判決に関連して結
べたように， GPS捜査によって得られる情報が車両の位置情報にとどまるこ
とを指摘したよで. ["確かに.GPS発信器を利用することにより，被告人がど
のような場所を移動し，どのような商業施設に立ち寄ったか等が分かるわけで
あるから，被告人のプライパシーに係る情報を捜査機闘が把握するとみること
もできるが，公道や一般に利用可能な駐車場告示す情報である以上，これを得
ることが，被告人のプライパシーや移動の自由への制約になるとはいい難い。」
としたのである。
また，本判決では，財産権への侵害の有無として，車両自体への影響と，そ
の装着時の私有地への侵入行為の当否も検討している。
すなわち. ["本件では，各車両の底部に GPS発信器が取り付けられたので
あって，各車両の構造や機能を一切改変していない。理論的には.GPS発信
器の重量が加わることにより当該車両の性能に影響があり得るが，小型の発信
器であるので，影響があったとしても無視できる範囲内のものといえる。なお，
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(中略)捜査官が対象車両に GPS発信器会取り付けた場所は，コインパーキ
ングや商業施設等の駐車場であって，被告人や共犯者等の限定された人物のみ
が利用可能な場所ではないから. GPS発信器取り付け行為時に私有地への違
法な立ち入りがあったわけでもない。結局，財産権への侵害があったというこ
ともできない。」とした。
GPS端末の装着の際の私有地への立ち入りは，当該私有地に対する所有権
の侵害という側面もあることから，その観点から本判決は検討しているのであ
るが，その侵害に関する評価については，むしろ後述するように，任意捜査と
しての手段の相当性という面からの検討のほうが適切ではないかと思われる。
いずれにせよ，本判決は. rこのように，本件GPS発信器を用いた捜査が，
被告人のプライパシー，自由や財産権を制約ないし侵害するとはいえず，これ
が令状を必要とする強制捜査であったということはできない。したがって，本
件 GPS発信器を用いた捜査を違法ということはできない。」として，本件
GPS捜査が明確に適法であると判断した。
また，弁護人による rGPS発信器を取り付けられることにより，被告人は
自分の知らない聞に自分の居場所の情報を発信し続けることになり，プライパ
シー権に対する深刻な侵害が生じる」旨の主張に対しでも，上記⑦大阪高裁判
決に関して述べたように， GPS捜査は尾行捜査に比べて得られる情報が限定
的であることを指摘し，尾行捜査を補完するものでしかないと認定し， rした
がって，本件GPS発信器を用いた捜査により被告人のプライパシー権への深
刻な侵害が生じる旨の弁護人の主張は，事態を過大に主張していることが明ら
かである。」として，弁護人の主張を排斥しており，極めて正当に GPS捜査
ぞ評価していることがうかがわれるところである。
そして，この⑥判決の判断は，その控訴審である上記⑨判決でも是認されて
おり，同判決では， r車両は，通常，公道を移動し，不特定多数の者の出入り
可能な駐車場に駐車することが多いなど，公衆の目にさらされ，観察されるこ
と自体は受忍せざるを得ない存在である。車両の使用者にとって，その位置情
報は，基本的に，第三者に知られないですますことを合理的に期待できる性質
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のものではなく，一般的にプライパシーとしての要保護性は高くない。」とし
た上で， rそうすると，少なくとも，本件のような類型の GPS捜査は，その
性質上，法定の厳格な要件・手続によって保護する必要のあるほど重要な権利・
利益に対する実質的な侵害ないし制約を伴う捜査活動とはいえず，刑訴法 197
条 l項ただし書にいう強制の処分には該当せず，任意処分(任意捜査)と解す
るのが相当である。」としてその適法性を認めたのである。
この事案では， GPS捜査の期間も長くなく，また，対象車両の数も少ない
上， GPS捜査による収集証拠としては十分なものが得られていない事案であ
るものの，これを任意捜査として適法とした上記各判決の判断内容は十分に参
考になるものι思われる。
3 次に，最高裁判例の立場に照らせば， GPS捜査が任意捜査と考えるべ
きであるのか，強制処分を伴うものとして強制捜査に該当するものと考えるべ
きであるのか。
最高裁は，強制処分について，昭和51年3月16日決定(刑集30巻2号 187
頁)において， r強制手段とは，有形力の行使を伴う手段を意味するものでは
なく，個人の意思を制圧し，身体，住居，財産等に制約を加えて強制的に捜査
目的を実現する行為など，特別の根拠規定がなければ許容することが相当でな
い手段を意味する」とするところ，このような判例の見解を踏まえて， r相手
方の明示又は黙示の意思に反して，重要な権利・利益に対する実質的な侵害な
いし制約を伴うもの」を強制処分とするという見解が多くの支持を得てい
る(19)。
そして，捜査とプライパシー権に関する最高裁判例を見でみると，平成 11
年 12月16日最高裁決定(刑集53巻9号 1327頁)における「電話傍受は，通
信の秘密を侵害し，ひいては，個人のプライパシーを侵害する強制処分である
が，一定の要件の下では，捜査の手段として憲法上全く許されないものではな
いと解すべき」とする判断がなされている。それゆえ，電話傍受のような秘匿
性の高いものについては，プライパシー侵害を理由として強制処分となるもの
の，捜査上令状審査を受けることで適法に実施できるとしたものである。
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これに対し，平成20年4月15日最高裁決定(刑集62巻5号 1398頁)では，
被疑者をビデオ撮影したことについて， r公道上を歩いている被告人の容ぼう
等を撮影し，あるいは不特定多数の客が集まるパチンコ居内において被告人の
容ぼう等安撮影したものであり，いずれも，通常，人が他人から容ぼう等を観
察されること自体は受忍せざるを得ない場所におけるものである。」として，
プライパシー侵害が低いことを理由に，これを適法としたほか，併せて「ダウ
ンベスト等の領霞手続についてみると，被告人及びその聾は，これら会入れた
ごみ袋を不要物として公道上のごみ集積所に排出し，その占有を放棄していた
ものであって，排出されたごみについては，通常，そのまま収集されて他人に
その内容が見られることはないという期待があるとしても，捜査の必要がある
場合には，刑訴法221条により，これを遺留物として領置することができると
いうべきである。Jと判断した。
この決定では，公道上での容貌の観察や撮影は受忍せざるを得ないものであ
ること，また，排出されたゴミについても，プライパシー権の要保護性は低い
ものと判断している。
ただ，その一方で，平成21年9月28日最高裁決定(刑集63巻7号868頁〉
においては， r本件エックス線検査は， (中略)その射影によって荷物の内容物
の形状や材慣をうかがい知ることができる上，内容物によってはその品目等を
相当程度具体的に特定することも可能であって，荷送人や荷受人の内容物に対
するプライパシ一等を大きく侵害するものであるから，検証としての性質を有
する強制処分に当たるものと解される。」として「公衆の目に晒されていない
情報を外部からエックス線を照射することによって獲得することに着目し，強
制処分性を判断しているJ側と考えられている。
このような最高裁判例の立場を敷街して考えれば，少なくとも，原則的には
公道上の位置情報を取得するに過ぎない GPS捜査は，エックス線を照射して
その内容物を明らかにしてしまうような捜査手法に比較して，プライパシー権
の侵害の程度は高いものではなく，公道上等において被疑者の容貌等を撮影す
るビデオ撮影と同程度のものと考えることができるのではないかと考えられ，
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ビデオ撮影を任意捜査とする判例の射程内にあるのではなL、かと思われる。
また，上記昭和51年最高裁決定による強制処分の定義に従えば， i公道上の
自動車の位置情報・走行履歴を密かに公権力が把撞することは，個人の意思の
制Eには該当するものの，薫要な法主主の強度の制約には該当せず，強制処分と
は言えないものと考える。」とする見解も参考になろう【2九
4 ここで学説の状況を見てみるに，概ね以下のように分けられるものと思
われる。
ア まず， GPS捜査自体を全面的に否定する見解としては，電子監視装置
を用いて，被疑者の所在場所の検索が長期にわたって継続して行われるような
捜査手法は，被疑者の動向の克明な監視となることから，現行法上許されない
とする見解がある制。
次に，現行法上許されないとまではしないものの，強制処分として司法的コ
ントロールに服させるべきであるとする見解として， i個人のプライパシー侵
害の程度が強い追尾監視型撮影や GPSを利用したハイテク追跡捜査について
は，強制処分のとして位置づけるのが妥当であろう。jCベ iGPS監視は，その
実施を適正化するために，特別の法的規制を必要とする「強制の処分」と解さ
れるべきであり，令状主義のような厳格な法的規制が行われるべきであろ
う。J仰などと主張されており，多くの見解がこのような考え方に立脚してい
るものとみられる制。
イ これに対し， GPS捜査を基本的に任意捜査であるとして捉える見解が
ある。
まず， iプライパシーの期待」なる概念から，それが被処分者の主観的期待
にとどまるか，社会通念上の客観的期待・合現的期待にまで歪っているのかに
よって，任意捜査と強制捜査になる場合が区別されるとされる見解からは，
GPS捜査は任意捜査として適法であるとされている(紛。
すなわち，この「プライパシーの期待」なる概念は，米国最高裁判例等にみ
られる概念であり，それは「主観的プライパシーの期待」と「客観的プライパ
シーの期待Jとに分けられ，公権力から監視・干渉を受けない権利である「プ
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ライパシーの期待」には，個人が住居内で寛いでいる状態，有線電気通信を用
いての会話外界から中を窺い知ることのできない遮蔽空間における公道や財物
の保有状態等のように，捜査機関等公権力によって監視・干渉されないという
期待を有するのが合理的であり正当である旨，社会構成員の多くが「プライパ
シーの保障の合理性」を認めるべき場合がある一方，公道上等，不特定多数人
が自由に出入りし得る空間における人の容貌・姿態・公道のように，公権力に
監視・干渉されたくないという「プライパシーの期待Jが社会一般から見ても
正当で‘あり合理的であると認められる水準には未だ達しておらず，あくまでも
被処分者の主観的期待にとどまる場合とがある旨分析し，前者については，
「客観的プライパシーの期待J，後者については， 1"主観的プライパシー の期待」
であって， 1"主観的プライパシーの期待」にとどまる場合は，法益として劣位
にあり，肉眼での尾行・張り込みによる行動観察の延長上にある捜査手法とし
て，任意捜査にすぎないものと考えるべきであるとしている問。
さらに， 1"自動車の走行は免許制度・車検制度等に服し(中略)，自動車番号
登録標(~、わゆるナンパー・プレート)を装着する義務を負っている。すなわ
ち，自動車運転者と同乗者は，位置情報・走行履歴を他者に知られる危険性の
高い状況に自らを置いているものと言えるのであaり，そのような意味からも
『プライヴァシィーの主観的期待』を有するに過ぎないものと考えるべきであ
る。」としているω)。
したがって，自動車の位置情報の取得については，強制処分に該当しないと
見るべきであるとする。
ウ これに対し，全面的に任意捜査であるとはしないものの，その余地を認
める見解として， 1"犯罪捜査の一環としてGPSを用いることで被疑者等の行
動が克明に監視されるという弊害は軽視することはできないけれども，そのよ
うな弊害があるからといって，そのことから直ちに当該捜査手法を一切採るこ
とができないという結論を導き出すことは，事案の真相の解明という捜査手続
の目的を害することになるから適切ではないように思われる。JベI"GPSによ
る位置情報の取得が，公道，プライパシーの保障が十分には及ばないパブリッ
-105一
法科大学院論集第 18号
クな空間や現行犯状態の場合において，まさしく短期間の限度においてなされ
るのであれば，それが直ちに強制処分と位置付けられることにはならないであ
ろう。」側として，一定の範囲内においては任意捜査とする見解がある。
この立場と同様に， GPS捜査の在り方を限定することで，任意捜査とする
見解として， GPS捜査によって直接に侵害されるプライパシーは，当該車両
の位置情報であって，その使用者の行動状況等までは含まれないこと，そのよ
うな位置情報は，公道上やノfチンコ庖ないにいる者の容貌等と同程度とみるこ
ともできることなどから， rGPS捜査は，尾行等の補助手段として用いられる
限り，これによって侵害されるプライパシーの要保護性はそれほど高いとはい
えずJ，したがって任意処分とみることができるものの，運用次第で，対象者
の知らぬ聞に，その動静を長期間，継続的に監視し，その結果を記録，分析す
るなどした場合には， r自動車の断片的な位置情報にとどまらない要保護性の
高い対象者のプライパシーまで幅広く侵害してしまう危険性を内包するもので
あるからJそのような場合には，強制処分と解すべきであるとする。すなわち，
捜査の在り方で強制処分にも任意処分にもなるとするもので， r当該GPS捜
査が類型的に上記危険を現実化するものか否かに求める」べきであるとす
る(制。
エ また，上記の見解と基本的には同様に， GPS捜査を二つの類型に分け
て尾行の補助手段としてなされる GPS捜査(これを尾行補助手段型と呼んで
いる。)と，実際には尾行をせずに装着された GPS端末からの情報を間断な
く集積することによって，被疑者の行動等を明らかにする GPS捜査(これを
遠隔・継続的監視型と呼んでいる。)に分けた上，我が国で実施されているの
は，前者だけであることから，その前提の上で， GPS捜査が任意捜査である
のか，強制捜査となるのかを論じるべきであり，前者であれば， rGPS捜査に
よって得られる位置情報は，尾行そのものから得られるものよりもその内容は
低い程度にとどまる。したがって，このような GPS捜査による車両の位置情
報の取得は，それ自体が重要な権利・利益の実質的な侵害ないし制約であると
はいえない。」として，上記昭和51年最高裁決定の判断に照らして，強制処分
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に当たらないする制。
そもそも本稿で取り上げた各決定や判決は，いずれもセコム倣)の GPS端末
を使用したもので，その精度や性能に関して述べたように，それらによって，
被処分者のプライパシーが丸裸にされるような性能をもったものではないし，
また，捜査機関側もその位置情報を集積しようなどという発想も全くなかった
のであるにもかかわらず，議論の焦点が，プライパシー侵害の程度が極めて強
度であるとか，集積された情報によりプロファイリングされることによって新
たな人権侵害が生じるとかいった実態とは異なる想定に当てられており，この
ような議論は，少なくとも現段階の我が国の GPS捜査では無縁の議論である。
上記論者の見解によれば. iGPS捜査が有する抽象的な危険性の問題ではな
く，現実に行われる GPS捜査の実態・内容が，重要な権利・利益の実質的な
侵害・制約に当たるものであるかどうかを判断することが我が国における強制
処分性の判断の基本姿勢であるべきである。その捜査手法が濫用された場合に
もたらす一般的・抽象的な危険を，強制処分性の判断の考慮、聾素に一切含める
べきではないとまではいえないとしても，少なくとも尾行補助手段型の GPS
捜査については，その危険性は相対的に著しく低L、。これに照らせば，これま
での裁判例で適法性が問われた尾行補助手段型の GPS捜査がもたらす被侵害
利益が『重要な権利・利益の寓賞的な制約ないし侵害Jに及ぶとは考えられず，
基本的に任意処分としてその適法性を判断すべきである。Jとするが，極めて
妥当な見解であるといえよう。
5 以上，最高裁判例の立場や各学説の立場を概観してきたが，少なくとも
尾行捜査を補完する形態のものについては，これを任意捜査とすべきことに問
題はないι思われる。
つまり，尾行が基本的に任意捜査として許容されるものであることは判例上，
実務上確立しており，その範囲内での GPS捜査であるなら，これも基本的に
は，尾行や張り込みを補完するものである以上，任意捜査の一環として許容さ
れて当然であると考えられよう O
これまで述べてきたことから明らかなように.GPS捜査による位置追跡は，
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長時間，継続的な追跡が可能である点で徹底的な監視といえるが，その一方で，
対象者の動作や行動の詳細が全く把握できないことや，対象者の会話を傍受し
たりすることもできないことなどで，ある意味で，実際に警察官が尾行する場
合より穏やかな監視であるといえることは否定できないところである。
したがって，公開の場における対象者の行動把握にとどまっていれば，プラ
イパシーを侵害するおそれは，捜査官による尾行，躍り込みと比べて必ずしも
大きいとはいえないし，そうであるなら，それは強制処分とはいえず，任意捜
査として許容し得ると解してよいであろう。
ことに自動車への GPS端末の取付けは， 自動車が高速での移動を可能にす
るもので，その確実な追尾が困難であることから，捜査上，即時に対応する必
要性が生じる場合もあり，この方法に依らざるを得ないという面が認められる
ことも考慮すべきであると思われる刷。
さらに，近時は，私人等により設置された防犯カメラ等により，その付近を
通行する者や車両が撮影され，その記録が保管されて，場合よっては，それが
犯罪捜査等に使用されることも社会的に受け入れられていること，その上，車
両の公道等の走行については， ETCの利用記録や自動車ナンバー自動読取装
置によりその走行状況や位置が補足される仕組みが構築されており，この状況
も同様に社会的に受容されているといえることなどに照らせば，捜査対象者使
用車両に対する GPS捜査は，任意捜査としても社会的に受容可能であると見
ることができると思われる。
これに反対する見解の中には， GPS捜査により， I結果的に，過剰な権利・
利益の制約をもたらし，あるいは被処分者およびその他の一般人の行動を委縮
させる可能性がある。J'刊とする批判があるが，実際には，そのような委縮効
果が生じることはあり得ない。なぜなら，我が国で用いられている GPS端末
は，前述したようにかなり大きなものであり，自らが委縮の原因たる尾行や監
視がされていると思う者は，その使用車両の車底部を確認することで簡単にこ
れを発見し，それを投棄することで容易に監視を解除できるからである(実際
にも発見されて GPS捜査が失敗した例は上記各決定や判決にもみられるとこ
。 。
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ろである。)。
つまり，我が国で行われている GPS捜査は，所詮その程度のものであり，
まさに尾行捜査を「補完」する程度のことしかできていないのが実情なのであ
る(35)。
(17) この決定の判示事項に対しては， r6月決定は，本件捜査によれば，失尾した
場合も私的領域内の所在を明らかにできるということをもって，本件捜査を尾行
とは質を異にするものと認定する。そうだとしても， 6月決定では，私的領域内
の所在を明らかにすることが，被疑者のどのような権利を侵害するのかについて
の税明はされていない。J(前出亀井・尾崎48頁)と批判されている。
(18) もっとも，本件判決では，個別の証拠の証拠能力については，箆査目的自体は
正当であったことや，本件GPS捜査が行われた当時， GPS捜査を強制処分であ
るとする司法判断が出されていなかったこと，さらには，本件GPS捜査当時，
捜査機関に令状主義を潜脱する意図があったとはいえないことなどから，その証
拠収集過程において，重大な違法まではなく，その証拠能力は否定されないとし
ている。
(19) 井上正イニ「強制捜査と任意捜査の区別Jジュリスト増刊刑事訴訟法の争点(第
3版)47頁等。
(20) 前出辻脇646頁。
(21) 前出清水③456 頁，清水真④ r~プライヴァシィーの期待』についての考察J
川端博先生古稀記念論文集(下)584頁， もっとも，前出清水①によれば，上記
①判決を前提とすれば，強制処分になる余地があるとし，検証の一種となり得る
こともあるとしている(同 179頁〉。
(22) 白取祐司「刑事訴訟法(第5版)J119頁。
(23) 前出指宿 183-184頁。
(24) 前出稲谷41頁。
(25) 注(15)で紹介した見解は，碁本的にはこの考え方に立脚しているものと考えら
れる。また，その他に，中島宏 rGPSを利用した捜査の適法性」法学セミナー
729号 130頁もこの立場にあるものといえよう。
(26) 前出清水③456頁。
(27) 前出清水@457頁，前出清水@)584四 585頁，清水真⑨「捜査方法としての遮蔽
空間の探知に関する考察」明治大学法科大学院論集8号35頁。
(28) 前出清水④585頁，前出清水⑤456-457頁。
(29) 前出滝沢741頁。
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(24) 滝沢誠「捜査における位置情報の取得一一ドイツ法を踏まえて一一」刑事法ジャー
ナル48号46頁。
(31) 前出中谷56頁。
(32) 前出太田70-71頁。
(33) 井上宏「科学的捜査J新刑事手続1419頁。
(34) 前出緑67頁。また.r当該事件が公判に付されて，監視結呆としてのデータが
証拠として提出される場合には，監視の適否が争点化されうるが，公判に付され
ない場合には，監視が長期間にわたったとしても適否が関われることがないまま
になりうる。」とも批判するが，この点は，任窓捜査金般についていえることで
あり.GPS捜査だけに存する問題ではない。
(35) r論者の中には.GPS捜査が継続されることにより，被疑者の生活や行動に関
するプライパシーまで侵害制約する『おそれJが高いことを理由に強制処分性の
根拠に挙げるものがある。しかし，少なくとも，尾行補助手段型についてまで，
GPS捜査が抽象的・一般的にそのような危険性をはらんでいるから，というこ
みを理由に直ちに強制処分に当たるとするのは妥当でない。J(前出太田 71頁)
とする見解も参考になろう。
第 6 GPS捜査の任意捜査としての潤法性基準
l これまで GPS捜査が任意捜査か強制捜査かについて検討してきたが，
これぞ任意捜査だとする論者においても，どのような捜査をしてもよいといっ
ているわけではなL仰九
そこで，任意捜査としてなされるにしても，ぞれが被処分者のプライパシー
を侵害する危険性がある以上，基本的には，任意性に関する適法性の基準とし
て，上記昭和51年最高裁決定が示すように.r強制手段にあたらない有形力の
行使であっても，何らかの法益を侵害し又は侵害するおそれがあるのであるか
ら，状況のいかんを問わず常に許容されるものと解するのは相当でなく，必要
性，緊急性などをも考慮したうえ，具体的状況のもとで相当と認められる限度
において許容されるものと解すべきである。」とする基準に従う必要がある。
2 これを GPS捜査に敷桁した場合，その「必要性J.r緊急性」及び「手
段の相当性Jについて検討を要することとなるが，当該具体的状況下において，
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当該事案の重大性，対象となる被疑者らについての犯罪の嫌疑の程度，当該手
段による必要性や緊急性，また，その取付けの際の態様の相当性，他に取り得
る手段がないかどうかの補充性などを考慮し，さらに，相手方の権利に対する
侵害の程度の比較考量などを踏まえた上で，初めてその適法性が判断されるも
のと考えるべきである。
では，具体的に， GPS捜査において，それが任意捜査として許容されるた
めには，どのような点に配慮すべきであるのか側側。
ア まず， I必要性Jの観点から，当該事件において，その事案の重大性，
嫌疑の高度性，その手段を用いなければならない必要性，さらには，他の手段
が採り得ない補充性などがGPS捜査が任意捜査として許容されることになる
かどうかの判断として求められることになろう。
具体的には，当該犯罪の重大性として，例えば，それが東上荒らしゃ事務所
荒らしなどの窃盗事件であるにしても，それが連続して発生するなど地域社会
への影響が重大であり，住民の不安感を極度に増大させるようなものであるか
どうかという観点などからの検討が必要であろうと恩われるし，対象となる被
疑者らについての犯罪の嫌疑の程度についても，例えば，当該対象となる被疑
者が刑務所から出所した後間もなくのうちから，同様の手口による窃盗事件が
頻発し， しかも，その手口は被疑者が服役することとなった前科などにおいて
も同様のものが見られるといった場合や，当該対象となる被疑者を尾行したと
ころ，目的とする物件を物色するような不審な行動が相次ぎ，職務質問をして
もそれを振り切って逃走するなどしていた場合などは，この犯罪の嫌疑は相当
に高いものと考えてよいものと思われる。
さらに，当該手段によらなければならない必要性や補充性として，例えば，
当該事務所荒らしが，極めて手慣れていて何の証拠も残さずに現金等の必要な
ものだけを窃取しており，現場から被疑者へのつながりを示す痕跡が全く見つ
からない事案や，用心深く行動するなどして警戒しており，通常の尾行や張り
込みが全く役に立たないような事案においては，この手段によらなければなら
ない必要性及び補充性があるものと認められよう。
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イ この点について，上記⑦大阪高裁判決は， I被告人ら犯人グループは，
一連の窃盗事件について相当程度の嫌疑が存した上，夜間に車で高速度で広域
移動をし，ごく短時間のうちに犯行を遂げるということを繰り返しており，ま
た，摘発等への響戒を強めている様子もあって，このような被告人らに対し所
要の行動確認等を行っていく上では，尾行や張り込みだけではなく，それと併
せて， GPSを用いた関係車両の位置探索を実施する必要性が認められる状況
にあったといえる。Jとして，明確にその必要性ぞ認めている。
また，上記②決定においても， I本件において，一連の犯行の全容を解明す
るためには，被告人らを尾行して他の拠点やその行動を捜査する必要性は高かっ
た。他方，上配一連の犯行において，犯人は盗離E誌を利用し，ナンバープレー
トを付け替えながら，信号を無視し，高速道路のETC料金所を突破するなど
してかなりの高速度で広範囲を移動して犯行を重ねていたことが認められ，仮
に被告人らが犯人であるとすれば，その尾行には相当な困難が予想された。ま
た，捜査官らが門真市のガレージに対する張り込みを行う中で，被告人らが常
に周囲を轡戒する様子が見られ，その点からも尾行には困難が予想された。そ
うすると，被告人らを尾行するため，被告人らの使用車両に GPS端末を取り
付けてその位置情報を取得して所在を割り出す必要性は相当高かったと認めら
れるりとい通常の尾行では，ぞれが功を奏するような状況になく， GPS端
末を使ってその位置情報を取得しなければ，被告人らの所在捜査を十分に行う
ことができない状況下にあったことからI GPS端末を使用する「必要性Jが
高かったとしている側。
ウ 次に， I緊急性」であるが，検挙できない同種事案が頻発しており，被
害の拡大を防ぐためにも，早期の検挙が喫緊の課題となっているような事案で
あれば，この緊急性が認められることになろう。本件大阪高裁判決では，特に，
「緊急性」を要した事案であるかどうかについての言及はなされていないが，
広域連続窃盗事件であり，その検挙が喫緊の課題であったことは明らかである
ので，この要件も当然に満たしていたものといえよう。
エ 次に， I手段の相当性」であるが，当該 GPS端末の装着態様，装着期
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間，装着場所，当該GPS端末を装着させることによる車両への負荷の程度な
どを考慮検討すべきであろう。
この点について，上記⑦の大阪高裁判決は， r警察官らは，犯人らが使用す
る叢然性が高いと認められる車両を相握して GPS発信器を取り付け，各々の
位置探索の必要がなくなると，これを取り外すようにしていた」こと， r発信
器が取り付けられていた期聞が前後合計3か月近くに及んだ車両があったのも，
一連の窃盗事件やその犯人グループの特性，それに応じて進められた捜査の経
過等からしてやむを得ないところがあったといえる」こと， r発信器を取り付
けた車両の台数が多数に上った点も，被告人らがごく頻繁に複数の車両を乗り
換えている状況が認められたことなど，相当の理由があったと認められる」こ
とを認定し，その「手段の相当性」を認めている。
また，上記②決定は，その「手段の相当性」について， r本件GPS捜奈に
よるプライパシー侵害は大きなものではないよ， GPS端末は磁石で車両の外
部に取り付けられており，車体を傷つけるような方法は用いられておらず，ま
た，多くの場合は公道上で取り付けられており，第三者の権利も優害していな
い。そうすると，基本的には本件GPS捜査は相当な方法で行われていたとい
える。」とした。
さらに，上記⑥判決で弘前述したように， r本件では，各車両の底部に
GPS発信器が取り付けられたのであって，各車両の構造や機能を一切改変し
ていない。理論的には， GPS発信器の重量が加わることにより当該車両の性
能に影響があり得るが，小型の発信器であるので，影響があったとしても無視
できる範囲内のものといえる。」として，その手段の相当性を認めている。
オ このように，本件の GPS端末を用いた捜査手段の相当性が認められた
ものの，その装着やバッテリーの交換に当たって，私有地への立ち入りを伴っ
た場合の相当性については問題とされた。
この点について，上記③決定では， r本件GPS捜査に当たっては， GPS端
末の取付け，取外しがなされており，これらは GPSを捜査に使用する以上，
不可欠な手順である。ところが，対象車両が公道上にない場合は， GPS端末
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の取付け，取外しの際に，私有地への侵入行為を伴う事態が想定される。扉が
なく，不特定多数人が通常立ち入ることができる状態にある場合は，管理権者
が立入りについて包括的に承諾しており，犯罪を構成しないと考え得るが，本
件では曹察官は，少なくともラブホテル駐車場内には立ち入ったというのであ
り，施設の構造や性質上，管理権者の包捕的承諾があったといえるか疑義も生
じ得るところである。 GPS捜査の密行性から管理権者の承諸を得ることがで
きないのであれば，令状の発付を受けて私有地に立ち入るべきであり，少なく
とも，管理権者の包括的承諾に疑義のある場所に立ち入ってGPS端末の取付
け，取外しを行っている点においても，本件GPS捜査には管理権者に対する
権利侵害がある可龍性を否定し難い。」として.GPS端末を装着，取り外しの
ために，ラブホテルの駐車場へ立ち入ったことを違法であるとしている。
たしかにこの点は問題とされでも仕方のないところであろう。商業施設の駐
車場やコインパーキングであれば，誰であっても同所を通行することにつき所
有者は了解しているものと推認できることから，同所でのGPS端末の装着等
に問題が生じるとは思えないが(上記⑤判決では.r捜査官が対象車両にGPS
発信器を取り付けた場所は，コインパーキングや商業施設等の駐車場であって，
被告人や共犯者等の隈定された人物のみが利用可能な場所ではないから.GPS 
発信器取り付け行為時に私有地への護法な立ち入りがあったわけでもない。J
としている。)，ラブホテルの駐車場については，必ずしもそうはいえないであ
ろう。したがって，この点については，その手段の相当性を欠くとされでもや
むを得ないと思われるところである。
ただ，上記⑦大阪高裁判決は.r警察官らは，車両へのGPS発信器の取り
付け等のために管理権者の承諾や令状なくラブホテルの駐車場といった私有地
に立ち入っていたことも認められ，この点は違法の疑いがあるが，その違法の
程度は大きいものではないといえるりとして，違法の程度は大きくないとし
て，手段の相当性の許容範囲内であるとした。しかしながら，これは正に救済
判決であり，このような私有地への立ち入りによる GPS端末の装着は，その
手段の相当性が必ず検討されるものであることを認識しておくべきであると思
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われる。
カ 「手段の相当性」に関連して，位置情報の記録性，蓄積性の当否につい
ても併せて検討しておくこととする。
この点は.GPS捜査が強制処分であるとする論者の最も大きな根拠とする
ところであるが，これを任意捜査であるとする論者においても.r勿論，特定
車両に対する長期間にわたる位置情報・走行履歴の把握は，無制約に許される
べきではなく，必要性等に鑑みて相当な範聞にとどめられるべきである。」州
と考えていることから，どの程度までが許容される範囲であるかを明らかにし
ておく必要はあろう。
ここで収集された位置情報をどのように管理するかについては，当該事件に
おいては，後に被処分者のアリバイ等にも影響することになるので，その事件
限りにおいては蓄積して保管管理するのも許容されるべきであろう。したがっ
て，他の事件等の証拠などとして使用しないのなどの制限はあるにしても，尾
行により得られた視認情報であっても，それは報告書にまとめられ，被疑者等
の足取りを認定する証拠として使用されるのであるから，それと間程度の利用，
保管は認められるべきであると考える。
もっとも，この位置情報を保存しておいても， GPS捜査が強制捜査である
と主強する論者が危倶するような情報の蓄積による公権力の瀧用などという事
態の発生は，およそ現実的な懸念とはいえないと思われる。というのは，位置
情報というのは，例えば，被疑者の DNA型や写真を保管蓄積する場合と異な
り，今後の事件で捜査上利用される性質のものではないからである。もちろん，
立寄り先が判明したということはあるにしても，それは尾行等でも判明し得る
ことであり，そのことで交友関係が明らかになるとしても，単なる位置情報を
蓄積したからといって，それだけで今後新たに利用し得るような証拠になると
は実際上考え難いからである。それゆえ，上記②乃至⑤の各の各事案において
も捜査機関は蓄積2された位置情報の取得をしようなどとしていなかったので
ある。
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(36) 前出清水③457頁では「勿論，任意処分であると言うことは，公権力による無
制約な盟主視・干渉ぞ許容することを意味する訳ではない。J旨述べられている。
(37) 任意捜査としての必要性等を判断する前提として，そもそも GPS捜査ができ
る捜査の対象を限定すべきであるとの見解がある。つまり，どのような犯罪でも
GPS捜査ができるとすべきではなく， I実質的に重要なのは，対象とすべき犯罪
をある程度特定しておくという点である。組織的な薬物犯罪，銃器犯罪，略取誘
拐や監禁など被害者の生命に危険が及ぷ場合は，異論はないであろうが，本件の
ような重大な窃盗事犯にも適用は認められよう。また，暴力団関連犯罪には，当
然に認めていくべきである。もちろん「制限列挙』は妥当ではなく，社会的危険
性・社会的反響から検挙が急がれ，そのためにGPSが有用な場合は，認められ
る基準でなければならない。J(前出前田 67頁)とする見解は傾聴に値するもの
ι思われる。
(38) 任意捜査としての GPS捜査の在り方について，当該GPS捜査の目的が何で
あったかを重要視する見解がある。すなわち， I当該GPS捜査の目的は何であっ
たか，その実施状況が当該目的達成に必要な限度内で行われたか.が重要であり，
その認定評価は， GPS捜査の実施期間及び位置情報を検索する頻度や状況，取
得情報の記録化の有無や量，分析の有無や内容，取得した位置情報の精度，そし
て，実際に得られた情報の種類や内容，さらに，捜査過程における法規範や運用
要領の逸脱の稜度等を総合して行われるべきものと考える。J(前出中谷57頁)
とするが，少なくとも尾行捜査そ補完する GPS捜査であれば，その目的は被疑
者の位置情報の取得に限られているはずであり，ここで挙げられた検討事項は.
いずれも必要性や相当性において判断されるべき事柄であるのだから，目的が何
であったかを特に取り上げる必要性は乏しいのではないかと恩われる。
(39) 本件の事案において， I任意捜査だと見るならば， GPS端末による監視の必要
性が高いことは明白だった。」と「必要性」を明確に指摘する見解もある(前出
清水@44頁)。
(40) 清水④586頁。
第7 おわりに
GPS捜査に限らず，新しい科学技術を用いた捜査手法に対しては，常に濫
用の危険性を危慎する観点から批判がされるが，自白などの供述に頼らない捜
査の方向性が正しいものとするならば，客観的証拠の収集を図る科学的捜査の
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向上，発展が必要不可欠なものとなっていくのは自然な流れであろう。
そのような状況下において. 1"科学技術を駆使した公権力による監視はおよ
そ一切認められないという立場を採るならば，結局のところ，周到な計画を持っ
た犯罪組織によって自由社会が危機に陥れられる自体を防ぐことは出来なくなっ
てしまう。」川とする指摘がもっともであり，そのためには，科学技術を円、
かなる限度でJ.1"いかなる要件の下で」用いるかについて建設的な議論をすべ
きものであると思料する。
ただ，どのように GPS捜査に関する技術が発展するとしても，⑨判決で指
摘されたように，この捜査の基本的性格が，現場での尾行や張り込みによる行
動観察，それに伴う採証活動等であって，発信器の利用は，捜査員が対象車両
を探索する範囲を絞るための効率的手段にすぎないのであるから，今後，測位
精度が向上しピンポイントで現在位置を把撮できるようになったとしても，そ
の捜査の基本的性格は異ならないとする考え方を堅持すべきであろう。
最高裁大法廷での判断が待たれるところである。
(41) 清水⑤459頁。
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